
香港、海事サービス業界向けの優遇税制措置を強化し、現物商品取引業者向けに新たな優遇
税制を導入

香港の運輸及物流局が最近、立法会の経済発展委員会に提出した報告資料1 によれば、上記の優遇措置に関
する法案が提出される予定です。

海事サービス業界

海事サービス業界向けの優遇税制の強化案には、以下のものが含まれます。

(i) 船舶リースの定義を拡大し、短期リース契約も対象とする。

(ii) 経済協力開発機構（OECD）の税制改革パッケージ（通称、「BEPS 2.0」）の対象企業に対して15%の優遇税

率を適用できる追加オプションを導入する（この措置は、BEPS 2.0への対応に伴うコンプライアンスコストの

軽減を目的としている）。

(iii) オペレーティングリース契約に基づき保有する船舶の取得費用について損金算入を認める。

(iv) 船舶取得資金の調達に伴う利息費用の損金算入ルールを緩和する。

現物商品取引業者

香港政府は、適格現物商品取引業者が適格現物商品取引活動から得る課税所得に対して、半分の税率である

軽減税率（8.25%）を適用する制度の導入を提案しています。BEPS 2.0の適用対象となる企業については、軽減

税率8.25%ではなく、15%の税率を選択することも可能としています。

優遇税制の一般条件に加え、新たな税制の適用が認められるためには、（i）年間売上高の最低要件、（ii）香港海

事サービスの利用に関する最低要件、（iii）経済的実体要件など、特定の条件を満たす必要があります。

上記の措置は、BEPS 2.0の施行スケジュールに合わせて2025/26年以降に適用され、2026年前半までに立

法会に提出される予定です。

これらの措置案によるメリットについてご質問がございましたら、ご担当の税務専門家にご相談ください。
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1 当該報告書は以下のリンクからアクセスできます。
https://www.legco.gov.hk/yr2025/english/panels/edev/papers/edev20250708cb3-1045-5-e.pdf

https://www.legco.gov.hk/yr2025/english/panels/edev/papers/edev20250708cb3-1045-5-e.pdf
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海事サービス業界向けの優遇税制の強化案

近年、香港政府は海事サービス企業の香港進出を促進するため、以下のようないくつかの優遇税制措置を導入してきました。

(i) 2020/21年度より、適格船舶リース事業者を対象とした事業所得税のゼロ税率適用措置

(ii) 2020/21年度より、適格船舶リースマネジメント事業者を対象とした事業所得税の軽減税率（8.25%）適用措置

(iii) 2022/23年度より、適格船舶事業者（船舶代理店、船舶リースマネジメント事業者、船舶仲介業者など）を対象とした事業

所得税の軽減税率（8.25%）適用措置

BEPS 2.0の施行を踏まえ、国際税務ルールへの対応および香港の競争力維持のため、上記の税制優遇措置を強化することが

提案されています。

船舶リースの定義を拡大

現在、内国歳入法（以下、「IRO」）では、適格船舶リース活動に関する「オペレーティングリース」および「ファイナンスリース」の適

格期間を1年以上とし、また適格船舶リース事業活動および船舶リースマネジメント事業活動の借手を「船舶リース事業者、船舶

リースマネジメント事業者、または船舶オペレーター」と規定しています。

香港政府は、事業運営の柔軟性を向上させるために、（i）「オペレーティングリース」および「ファイナンスリース」の1年の期間制

限の撤廃、および（ii）借手の範囲を「その他の者」まで拡大することを提案しています。これらの拡大措置は、2023/24年度から

適用される航空機リース事業者向けの優遇税制措置をほぼ踏襲した内容となっています。

15%の優遇税率を適用する追加オプションを導入

香港におけるBEPS 2.0の施行に伴い、対象となる多国籍企業（以下、「MNE」）グループの事業体は、事業を行っているすべて

の国・地域において、15%の実効税率（以下、「ETR」）を基準としたグローバル・ミニマム税が課せられます。ETRが最低税率を下

回る対象MNE事業体には、トップアップ税が課せられます。

香港政府は、対象MNEグループのBEPS 2.0要件への準拠をサポートするために、関連企業向けに追加オプションとして15%の
優遇税率を導入することを提案しています。

この追加オプションは、従来の優遇税率の適用資格を維持しつつ、毎年選択することが可能であって、関連企業のBEPS2.0対
応コストの軽減を目的としています。このオプションを選択した場合、経済的実体要件の適用基準が緩和されます。

オペレーティングリース契約に基づき保有する船舶の取得費用について損金算入を認める

現行法では、オペレーティングリース契約に基づいて船舶を保有する適格リース事業者は、船舶の取得費用について損金算入

が認められません。その代わりに、リース収入の20%を基準として課税所得を算出することが認められています（いわゆる「20%
軽減措置」）。現在、適格船舶リース事業者に適用される税率は0%（すなわち、納税不要）であるため、この20%軽減措置による

影響はありません。

船舶リース事業者の事業運営コストをより正確に反映させ、BEPS 2.0に基づく国際課税ルールとの整合性を図るため、20%軽
減措置に代えて、適格船舶リース事業者がオペレーティングリース契約に基づいて保有する船舶の取得に要した実際の費用に

ついても損金算入を認めることが提案されています。

この損金算入案は、船舶の取得日にかかわらず、すべての船舶に適用されます。ただし、法改正の施行日前に購入・使用を開始

した船舶については、減価償却を考慮した適切な取得原価の調整が必要となります。

船舶の譲渡から得られた収入（過去に認められた損金算入の総額を上限とする）は、譲渡年度の課税所得と見なされます。

恒久的差異である20%軽減措置と比べ、実際の発生費用に基づく損金算入は一時差異として扱われ、繰延税金を対象税額に含

めることが可能となります。これにより、BEPS 2.0の目的上、関連企業のETRが不当に引き下げられることを回避できます。
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船舶取得資金の調達に伴う利息費用の損金算入ルールを緩和

現行法の下では、船舶リース事業者が船舶の取得のために負担した利息費用については、（i）取得資金が香港または海外の

金融機関から借り入れられた場合、または（ii）資金提供者が当該利息収入についてIROに基づいて香港で課税される場合にの

み、税務上の損金算入が認められます。

航空機リース事業者向けの優遇税制と同様に、（i）資金提供者が金融機関ではなく、かつ借手と関連当事者でない場合、また

は（ii）資金提供者が関連当事者である場合であっても、当該資金提供者が香港の事業所得税に類似する外国税を負担する義

務がある場合、これらの利息費用についても損金算入を認めることが提案されています。

上記の措置の概要は、本号の別添Iに記載されています。

現物商品取引業者向けの優遇税制措置

新税制案の下では、適格現物商品取引業者が行う適格現物商品取引活動から生じる課税所得に対し、8.25%の税率で課され

ます。BEPS 2.0の適用対象企業については、この優遇税率8.25%ではなく、15%の税率を選択することも可能です。

他の優遇税制と同様、新税制の適用対象となるためには、以下の3つの一般条件を満たす必要があります。

(i) 適格現物商品取引業者の中央管理・統制は香港にて行われている

(ii) 適格利益を生み出す活動は、適格現物商品取引業者が香港にて行っている、または香港で行われるよう手配されている

(iii) 当該活動が適格現物商品取引業者の海外にある恒久的施設にて行われるものではない

新税制におけるその他の適用条件は、以下のとおりです。

適格現物商品取引活動から生じる年間事業売上高は7億香港ドル以上年間売上高の最低要件

「香港を拠点とするサービス・プロバイダー」が提供するサービスに係る支出：

(a) 特定海事サービスのいずれかに係る支出総額の30%、または

(b) 特定海事サービスのいずれか1つに係る支出額の50%

「特定海事サービス」とは、以下に対して、またはそれらに関連して提供されるサー

ビスを以下を指す。

船舶リース事業、船舶リースマネジメント事業、船舶代理店事業、船舶マネジメント

事業、船舶仲介事業、貨物予約、船舶修理、船舶曳航、海事法務サービス（香港が

海事関連紛争の仲裁地として指定されている場合に限る）および海上保険

香港海事サービスの利用に関する

最低要件

(a) 8.25%の事業所得税率を選択する場合、正規雇用されている適格従業員が

3名以上、かつ、年間営業費用が300万香港ドル以上であること

(b) 15%の事業所得税率を選択する場合、正規雇用されている適格従業員が1
名以上、かつ、年間営業費用が100万香港ドル以上であること

経済的実体要件

適格現物商品取引業者

適格現物商品取引業者とは、以下の3つの基準のいずれかを満たし、適格現物商品取引活動を香港にて主たる事業として行う

企業をいいます。

(i) 香港において1つ以上の適格現物商品取引活動を行い、かつ、香港において適格現物商品取引活動以外のいかなる活

動を行っていない

(ii) セーフハーバールールを満たしている（すなわち、当該企業の総利益および資産の75%以上が現物商品取引による利益

および資産である）

(iii) 内国歳入局長官が、上記（i）および（ii）で定める条件が当該企業の通常事業活動において充足されていると判断し、当該

企業を適格現物商品取引業者であると、認定を与えている
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適格現物商品取引活動

適格現物商品取引活動とは、以下の条件を満たす現物商品取引活動を指します。

(i) 当該活動が香港にて事業を行う企業の通常の事業過程から生じたもの

(ii) 適格現物商品の売買に係る契約が香港において締結されている

現物商品取引活動とは、適格現物商品を売買し、かつ当該商品の物理的な引渡しを伴うものであり、次に掲げる行為のいずれ

かが該当します。

(i) 売買対象となる適格現物商品についての調達要請

(ii) 適格現物商品の買手または売手の選定

(iii) 当該商品の売買条件の設定・合意

(iv) 取引資金の調達

(v) 取引の実行

(vi) 当該商品の輸送手配

(vii) 輸送に係る保険手配

ただし、自己消費を目的とした商品の調達は、「現物商品取引行為」には該当しません。

適格現物商品

提案されている「適格現物商品」の全リストは、本号の別添IIに掲載されています。

このリストは、現物取引が活発に行われ、かつ海上輸送が一般的な商品を対象としており、現物商品取引業者を香港に誘致す

ることを通じて海事サービス産業のさらなる発展を促すという政策意図に沿っています。また、香港におけるグリーン海上燃料の

取引を推進するため、バイオ燃料やグリーンメタノールなどの品目もこのリストに含まれています。

論評

EYは、香港政府による海運サービス業界向け優遇税制の強化・拡充の取り組みを歓迎します。同業界は高度に国際化されて

おり、その業務形態も本質的にグローバルで流動性が高いため、こうした取り組みは香港が国際的な海運拠点としての地位を

維持するうえで、特に重要であると考えられます。

もう一つの検討事項として、香港が現物商品取引業者を香港に誘致すべきかどうかという点が挙げられます。例えば、香港拠点

の海事サービス・プロバイダーによるサービス利用が「30%または50%」の要件に満たない場合であっても、現物商品取引業者

による香港での支出規模が他のセクターの経済発展を促進するのに十分であれば、優遇税制措置の付与を検討する余地があ

るでしょう。

これらの措置案によるメリットについてご質問がございましたら、ご担当の税務専門家にご相談ください。
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別添I – 海事サービス業に対する強化策案の概要

強化税制案現行税制

 船舶取得費用については、損金算入が認
められる。法改正の施行日前に船舶を購
入して使用した場合には、必要に応じて調
整の対象となる

 売却代金（過去に認められた損金算入の
総額を上限とする）は、課税所得と見なさ
れる

 船舶取得費用が損金不算入

 課税対象となるリース料は、課税標準額
（すなわち、リース料総額から損金算入で
きる費用＜減価償却費を除く＞を控除した
金額）の20%とする

船舶取得費用

制限なし一年以上リース期間の制限

事業者を限定しない船舶のリース船舶リース事業者、船舶リースマネジメント事業
者または船舶オペレーターへの船舶リースに限
定

対象リース事業

 融資の全額が船舶の取得資金として使用
される場合は、損金算入が認められる

 融資者が船舶リース事業者の関連当事者
である場合は、香港外で「類似税」の支払
いが条件となる（当該融資者が船舶リース
事業者と関連当事者でない場合は、追加
の条件はない）

基本的に損金不算入香港外の非金融機関へ
の支払利息

15%の優遇税率を選択する納税者に対する基準
値を引き下げる

(1) 船舶リース事業者：

- 正規雇用されている適格従業員が1名

- 年間営業費用が390万香港ドル

(2) 船舶リースマネジメント事業者

- 正規雇用されている適格従業員が1名

- 年間営業費用が50万香港ドル

(3) 船舶事業者

- 正規雇用されている適格従業員が1名

- 年間営業費用が50万香港ドル

(1) 船舶リース事業者

- 正規雇用されている適格従業員が2名

- 年間営業費用が780万香港ドル

(2) 船舶リースマネジメント事業者

- 正規雇用されている適格従業員が1名

- 年間営業費用が100万香港ドル

(3) 船舶事業者

- 正規雇用されている適格従業員が1名

- 年間営業費用が100万香港ドル

最低基準値要件
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別添II – 適格現物商品リスト（案）

金属鉱山商品農産品エネルギー・工業製品

- 銅

- アルミニウム

- 亜鉛

- ニッケル

- 鉄鉱石

- 炭酸リチウム

- 水酸化リチウム

- 水酸化コバルト

- 金属コバルト

- ボーキサイト

- 金属アルミニウム

- 酸化アルミニウム

- 金鉱石

- 精鉱

- 熱間圧延コイル

- 鉛

- モリブデン

- ステンレス鋼

- 鋼

- スズ

- チタン

- マグネシウム

- アンチモン

- ケイ素

- 小麦

- とうもろこし

- 大豆

- コーヒー

- 砂糖

- 綿花

- 大豆油

- 木材

- オート麦

- パームオレイン

- 玄米

- カカオ

- キャノーラ油

- 原油

- 天然ガス

- ガソリン

- 灯油

- 液化石油ガス

- 石炭

- アスファルト

- 軽油

- 燃料油

- ナフサ

- ゴム

- 尿素

- 木材パルプ

- 冶金コークス

- 石油コークス

- 水素

- グリーンメタノール

- バイオ燃料

- アンモニア
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